
 平成23年度当初予算　予算要求シート
-

今年度要求のポイント

H14～　産学共同研究開発支援補助
金
H20～　競争力強化連携補助金
H18～　産学官連携推進協議会事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実施

・新規２事業（ものづくり新事業チャレ
ンジ支援補助金、成長産業分野研究
開発テーマ検討会）実施
・産学官連携推進協議会事業実施

【経過（～22年度】 【23年度】

88,539事 業 費

競争力強化連携補助金

事業期間 　H　～　H　　

0

項目

・成長産業分野である環境・新エネルギー分野への進出に挑戦する企業の取り組
みを重点的に支援するため、産学共同研究開発支援補助金と競争力強化連携補助
金を再編し、新しい支援制度を創設する。
・中小企業が取り組むことができる成長産業分野の研究開発テーマを大学等との
連携で検討する。

22年度予算

964

産学官連携推進協議会事業

105,05191,964

全体事業費

事 業 名 製品・技術開発支援事業

主な要求内容 （単位：千円）

ものづくり新事業チャレンジ支援補助金

平成22年度予算額 平成23年度要求額

(単位　千円)

17,000 0 ものづくり新事業チャレンジ支援補助金に統合

成長産業分野研究開発テーマ検討会

平成21年度決算額

50,000 50,000 負担金

2,500 負担金

内容・積算等

ものづくり新事業チャレンジ支援補助金に統合

52,000

23年度要求額

別添資料参照

91,964 105,051

551

・新規2事業については効果を検証し、
必要な改善を行ったうえで継続実施
・産学官連携推進協議会事業実施

【今後（～24年度】

その他　特記事項

事務経費等

スケジュール（経過及び今後展開）

その他

合計

①ものづくり新事業チャレンジ支援補助金（仮称）【新規】
中小企業が行う新製品・技術の開発を伴う事業（既存製品・技術の改
良を含む）、または既存製品・技術の新たな市場開拓をめざす事業
で、「試作開発」「試作開発に伴うFS調査」に対し、必要な経費の一
部を補助。
大学や公設試験機関、または異業種の中小企業との連携タイプと1社単
独タイプの2タイプに、それぞれ環境・新エネルギー枠と一般枠の2枠
を設け、中小企業の新事業展開を支援。（別添資料参照）
②成長産業分野研究開発テーマ検討会（仮称）【新規】
大学等との連携により、今後、市場展開が期待できる研究開発テーマ
を検討し、市内中小企業へ情報を提供する。（別添資料参照）
③産学官連携推進協議会事業
堺市と大阪府立大学で組織する産学官連携推進協議会が、同大教員と
市内中小企業者等が連携して実施する研究開発等に必要な経費を助
成。

014

事業内容

関連事業

整理番号 15

国際的な企業間競争が進展する中で、中小企業の核となる優位な製
品・技術の開発や新たな市場開拓を支援し、中小企業の製品・技術の
高付加価値化や新分野進出の円滑化を図ることを目的とする。

事業目的

産業振興局・ものづくり支援課局・課名／　　

24,000 0

0

産学共同研究開発支援補助金


